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（様式１）実施報告書 

 

１ 応募者情報 

（１）応募者団体情報 

団体名 和歌山県 

 

（２）都道府県・政令指定都市からの指定の有無及び連携（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会

に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

①都道府県・政令指定都市からの指定の有無 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

○指定の有無 有・無 

○指定の内容 

  

 

 

②都道府県・政令指定都市との具体的な連携 

（応募者が地域国際化協会及び地域国際化協会に準ずる法人または団体の場合のみ記載） 

 

 

 

２ 事業の概要 

（１） 全体概要 

①事業の名称 和歌山県地域日本語教育体制整備事業 

②目的等 

１ 目的 

本事業では、県内４か所の県立定時制高校で日本語講座を実施している。在留外国人の増加に伴い、今後

需要が増加することが予想される。国際交流協会等と連携しながら、現在実施している講座をより受講生の

ニーズに合ったものにし、日本語教育の実施体制の構築を図る。 

前年度末に総合調整会議で見直した内容をもとに取組を進め、４教室や関係団体との連携を一層深めると

ともに、地域や外国人の様子、指導者・学習者の意見をもとに、講座の充実を図る。 

 

 

 

２ 本事業を通じて構築を目指す体制の全体像 

【現在の状況：図示も可】 

和歌山県では、教育庁教育総務局人権教育推進課に事務局を設置し、講座を実施している４校と連絡調整

をしながら、本事業を進めている。 
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【構築を目指す体制：図示も可（上記に構築する体制を追記）】 

将来的には、４校の安定した受講者の確保に努めるとともに、地域のニーズをふまえた受講生の掘り起こ

しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）令和５年度事業の概要 

①事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日（１２カ月間） 

②前年度までの年次計画における進捗状況（新規応募団体は記載不要） 

年２回の総合調整会議の設置、総括コーディネーター１人や地域日本語教育コーディネーター４人を配置

し、役割を定着させた。また、令和５年度の日本語講座の受講者数は、４校合わせて５４人であった。 

 

 

国際課・義務教育課・

県立学校教育課 

総合調整会議 国際交流協会等 

事務局 

伊都中央高校 きのくに青雲高校

高校 

南紀高校 新宮高校 
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③前年度までの成果と課題（新規応募団体は記載不要） 

 総合調整会議では、関係者が一堂に会することで、県内の日本語教育に関しての情報や、課題・問題点を

共有することができた。また、有識者を招聘した研修の実施により講座内容の充実に努めた。また、チラシ

の配布や各種会議等において広報活動を行った結果、これまで受講者がいなかった教室に受講希望があり、

開講することができた。今後も地域との連携を深めるとともに、広報活動に努め、受講生の掘り起こしを進

めていく。開設当初２８人だった受講生が令和５年度では５４人となっており、成果が見られた。また、学

びの教室の受講生は、地域学習を通した地元の人との交流等、共に生活する日本人側の学習の機会にもなっ

ている。日本語講座だけではなく、総合的な学習機会を設けているといえる。 

 

 

④令和５年度の目標 

 令和５年度については、日本語講座を行う４校の教室間の連携を図る。 

 

⑤令和５年度の主な取組内容 

県内の日本語教育関係者の情報交換の場としての機能や、統括コーディネーター及び地域日本語コーディ

ネーターの連携を強めることで、より充実した講座運営を行った。 

 

３ 事業の実施体制 

（１）実施体制（図表等を活用して、総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーター、調査

計画推進コーディネーターを含めて記載してください。） 

和歌山県では、教育庁教育総務局人権教育推進課に事務局を設置し、講座を実施している４校と連絡調整

をしながら、本事業を進めている。 

 

 

事務局 総括コーディネーター 

 

伊都中央高校 

地域日本語教育コーデ

ィネーター 

きのくに青雲高校 

地域日本語教育コーデ

ィネーター 

 

南紀高校 

地域日本語教育コーデ

ィネーター 

 

新宮高校 

地域日本語教育コーデ

ィネーター 

 

総合調整会議 国際交流協会等 国際課・義務教育課・ 

県立学校教育課 
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≪事業の中核メンバー≫ 

 氏名 所属 職名 役割 

１ 前 純彦 伊都中央高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

２ 辻本 馨 伊都中央高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

３ 堂本 淳也 きのくに青雲高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

４ 松下 恵子 きのくに青雲高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

５ 山本 惠作 南紀高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

６ 清水 秀美 南紀高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

７ 國見 一郎 新宮高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

８ 福岡 和子 新宮高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

 

（２）域内の市区町村、関連団体等との連携・協力体制 

・県教育委員会から、各教室で実施する日本語講座の時間割等の情報を国際交流会に提供し、県内全域で実 

施する日本語クラスとともに一括してＨＰ等で公開し、受講希望者が日本語の習得状況や生活の実態に

応じて、自分に合う教室を選べるようにした。また、受講希望者をなるべく多く受け入れられるよう、受

講ニーズによって県教育委員会、国際交流協会が相互に斡旋しあえるよう、協力体制をとっている他、県

内の日本語教室の設置状況や日本語教育空白地域についての情報提供を受けるなど、連携を図った。 

・受講希望者が児童生徒の場合は、当該市町村教育委員会と連携し、個に応じた支援が出来るように取り組 

んだ。 

 

４ 令和５年度の実施内容 

（１）実施内容  

１．広域での総合的な体制づくり 

【必須項目】 

（取組①）総合調整会議の設置 

①構成員 

 氏名 所属 職名 役割 

１ 前 純彦 伊都中央高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

２ 堂本 淳也 きのくに青雲高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

３ 山本 惠作 南紀高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

４ 國見 一郎 新宮高校 講座主任 地域日本語教育コーディネーター 

５ 辻本 馨 伊都中央高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

６ 松下 恵子 きのくに青雲高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

７ 清水 秀美 南紀高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

８ 福岡 和子 新宮高校 日本語講座講師 日本語講座講師 

９ 奥 直子 国際交流協会 国際交流コーディネーター アドバイザー 
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10 宮坂 光香 国際課国際交流班 班長 アドバイザー 

11 福地 徹 国際課国際交流班 副主査 アドバイザー 

12 稲垣 友美 県立学校教育課 指導主事 県立学校の実情の共有 

13 峯 容子 義務教育課 指導主事 小中学校の実情の共有 

②実施結果 

実施回数 ２回 

実施 

スケジュール 

７月６日 

２月２０日 

主な検討項目 各講座の受講状況・活動状況・教材・実施方法・広報等 

（取組②－１）総括コーディネーターの配置 

・事務局から総括コーディネーターを任命し、各教室に配置した４人の地域日本語教育コーディネーターと

協力しながら、本事業の統括を行った。 

・総括コーディネーターは地域日本語教育コーディネーターと連携するため、適宜各教室を訪問し、県内の

日本語教育体制を整えた。 

 

（取組②－２）地域日本語教育コーディネーターの配置に向けた取組 

地域日本語教育コーディネーターの配置【○】 

地域日本語教育コーディネーターの候補者育成支援【 】 

・地域日本語教育コーディネーターを講座を実施している４校（伊都中央教室、きのくに青雲教室、南紀教

室、新宮教室）に配置し、各教室の日本語講座の運営を担った。具体的には、受講者の募集、講座の運営

及び進捗管理、日本語講師等への指導助言、受講生に対する助言及び支援等を行った。 

 

（取組②－３）調査・推進計画策定コーディネーターの配置 

取組なし 

【重点項目】 

（取組③）都道府県等の域内における日本語教育の実施に関する連携のための取組 

・すでに日本語講座を実施している国際交流協会等と、日本語教育空白地域やＮＰＯ法人等によって新設さ

れた日本語教室に関する情報等を交換するなど、連携を密にすることで講座運営に活かすことができた。 

・受講希望者が児童生徒の場合は当該市町村教育委員会と連携し、個に応じた支援ができるよう取り組ん

だ。 
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（取組④）市区町村への意識啓発のための取組 

取組なし 

（取組⑤）日本語教育人材に対する研修 

取組なし 

（取組⑥）地域日本語教育の実施  

実施するものに○  【〇】都道府県・政令指定都市が主催する地域日本語教育 

          【 】日本語教育実施機関団体等への地域日本語教育 

実施箇所見込数 ４か所 
受講者数 

（実人数） 
５４人 

活動１ 

【名称】 学び直し講座にかかる日本語講座【既設】 

【目標】 日本語が不自由で生活に困っている人に対する学びの場の提供 

【実施回数】 ４７６回（１回２時間または１時間） 

【受講者数】 ５４人（１０人×２か所 １３人×１か所 ２１人×１か所） 

【実施場所】 伊都中央高校、きのくに青雲高校、南紀高校、新宮高校 

【受講者募集方法】 県教育委員会ＨＰ、各市町村役場等の公共施設への募集チラシ配布

及びポスター掲示 

【内容】 日本語が不自由で生活に困っている人に対し、「生活者としての外国人に対す

る日本語教育の標準的なカリキュラム案について」等を活用しながら、日本語講座を開講

した。講座の指導は、県教育委員会が採用した会計年度任用職員が行った。 

【開始した月】 ４月 

【講師】  ４人（うち、日本語教師  ２人） 

【関係機関との連携】 
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【国際交流協会】県内の日本語教室の設置状況や日本語教育空白地域についての情報提供 

 

「日本語教育の参照枠」や、標準的なカリキュラム案等の活用の有無：有 

活動２ 

取組なし 

活動３ 

取組なし 

 

（取組⑦～⑭）その他の取組  

取組なし 

 

２．市区町村の日本語教育の取組への支援  

（取組①）市区町村を支援して実施する日本語教育 

取組なし 

（取組②）取組１以外の日本語教育を行う団体を支援して実施する日本語教育 

取組なし 

 

３．「日本語教育の推進に関する法律」第１１条に基づく基本的な方針の作成 

（取組①）基本的な方針を作成する上で必要となる委員会の設置 

【委員会の実施結果】取組なし 

実施回数  

実施 

スケジュール 
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主な検討項目  

 

【設置する委員会は、条例に基づく委員会か】 

【  】条例に基づく 【  】それ以外（※どちらか○で選択） 

 氏名 所属 職名 役割 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

10     

11     

12     

13     

14     

15     

（取組②）委員会における審議の基礎資料とするための調査実施 

取組なし 

 

 

 

 

 

（取組③）委員会における調査審議を踏まえた基本的な方針の作成 

取組なし 

 

５.主要な取組の実施状況 

令和５年４月 日本語講座開講   

５月 講座実施 

６月 講座実施 下旬 補助金交付決定 

７月 講座実施 第１回総合調整会議 

８月 講座実施 

９月 講座実施  
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１０月 講座実施 

１１月 講座実施 

１２月 講座実施 

令和６年１月 講座実施 

２月 講座実施 第２回総合調整会議 

３月 講座実施 下旬 事業終了、実績報告書の提出 

 

６．評価と検証 

１．令和５年度の計画の評価と検証方法 

【令和５年度の目標】（再掲） 

令和５年度については、日本語講座を行う４校の教室間の連携を図る。 

 

【令和５年度の目標達成に向けた指標（定量評価・定性評価を含む。）】 

本事業では、日本語講座内容の改善と充実に向けて以下の取組を実施した。 

・日本語教育人材のネットワーク構築（コーディネーターによる情報発信、交流の場の創出） 

・日本語教育人材の資質・能力向上のための研修の実施 

これらを有機的に連携するための指標として以下の点から評価を行った。 

 

【指標１：定性評価目標】 

 日本語講座の内容についての満足度（対象人数２８人） 

〇目標値 満足度 ８０％ （前年度実績 ８２％） 

〇実績値 満足度 ８５％ 

・設定した目標値を実績値では超えることができた。地域日本語教育コーディネーター及び日本語講師の努

力の成果といえる。 

 

【指標２：定量評価目標】 

情報発信に伴う新規受講者数 

〇目標値 １５人（前年度実績 １５人） 

〇実績値 ９人 

・前年度を上回る実績値とはならなかったが、今後も県教育委員会ＨＰへの掲載や、各市町村役場等の公共

施設への募集チラシ配布及びポスター掲示の他にも、県からの広報誌や地域の新聞等に本講座の情報を掲

載するなどの活動を継続する。 

【指標３：定量評価目標】 

日本語講座受講者数 

〇目標値 ７０人（前年度実績 ４５人） 

〇実績値 ５４人 
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・前年度より受講者数が増加しており、地域日本語教育コーディネーターによる広報活動の成果といえる。 

【検証方法】 

〇指標１については、各教室の受講者に対して年度末にアンケートを実施した。 

 

 

【その他】 

 

２．その他、令和４年度事業の評価と検証方法 

 

 

７ 検証を踏まえた課題と今後の展望 

１．検証を踏まえた課題と今後の展望 

（１）検証を踏まえた課題 

 新規受講者数については、目標値を超えることができなかったが、継続して本講座に通い続けることが困

難な受講生に対しては、講座主任を中心として、受講を促す働きかけをしており、今後もその活動を継続し

ていきたい。また、和歌山県においても外国人労働者が増加傾向にあり、外国人労働者の配偶者やこども等

の家族帯同の人数も増えていくと考えられる。それらの人々に対して、本講座の受講に繋げることが課題で

あるといえる。 

 

（２）今後の展望  

 今後は和歌山県全体としての日本語教育の体制づくりを意識し、(県)国際課及び国際交流協会、義務教育

課、県立学校教育課との連携を深め、日本語教育のニーズに対応するため各機関の取組を相互に情報共有し

ながら効果的な日本語教育につなげられるようにしていく。（県）国際課では日本語学習環境整備事業とし

て外国人労働者を対象とした日本語教育をオンライン授業と対面での授業を行う予定としている。上記でも

述べたが、外国人労働者の家族帯同者等については本講座への受講に繋げていきたいと考えており、日本語

教育空白地域にも対応するため、第二回総合調整会議において、本講座におけるオンライン講座についても

協議検討を行った。 

２．その他、課題と困難な状況への対応方法等 

（１）課題と困難な状況への対応方法  

受講生にとって、本講座が心の居場所としても機能していることから、今後も安定した講座の運営を行う

ために、受講生のさらなる掘り起こしを行っていきたい。現在行っている県教育委員会ＨＰへの掲載や、各

市町村役場等の公共施設への募集チラシ配布及びポスター掲示の他にも、県から出している広報誌等に本講

座の情報を掲載するなど、より多くの県民に本講座について周知していきたい。 
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